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【１】調査の概要 
１ 調査目的 

本調査は、今回実施したアンケート調査及びヒアリング調査に各種既存資料を加え、整理・分析する
ことにより、杉並区内の産業実態を把握し、杉並区産業振興計画の改定及び今後の産業振興施策の検討
に向けた基礎資料を作成することを目的に実施した。 

２ アンケート調査の実施概要 
 

調査名称 杉並区事業所実態調査 杉並区の産業に関する区民意識調査 
調査対象 区内で営業する事業所 満 18 歳以上の区民 
抽出条件 総務省統計局のデータから、杉並区の

業種別構成比率を反映する形で事業所
を無作為抽出 

住民基本台帳のデータから性別×地域別
×年齢別で等配分し、不足分を前回調査
で回答が少なかった区分で案分 

調査方法 郵送配付、郵送回収および WEB 回収 
調査期間 令和７年 10 月 27 日（月）～11 月 18 日（火） 
配布数（件） 7,000 4,000 
有効配布数※1（件） 6,174 3,986 
有効回答数※2（件） 2,253（うち WEB による回答 1,245） 1,591（うち WEB による回答 976） 
有効回答率※3（％） 36.5 39.9 

※１ 有効配布数は配布数から宛先不明で不着の分を除いた件数である。 
※２ 有効回答数は実際に回収した調査票のうち、白票や重複を除いた件数である。 
※３ 有効回答率は有効回答数を有効配布数で割り、百分率で表した割合である。 

３ ヒアリング調査の実施概要 
 

調査名称 杉並区事業所ヒアリング調査 杉並区商店街ヒアリング調査 
調査対象 ・杉並区事業所実態調査において 

回答があった事業所 ５事業所 
・区内アニメ制作会社 ８事業所 
・区内農家 ５戸 

・区内の地域ごとに１～２商店会 
計 11 商店会 

調査方法 電話や訪問等による聞き取り調査 訪問による聞き取り調査 
調査期間 令和７年 12 月１日（月）～ 

令和８年２月 27 日（金） 
令和７年 9 月 7 日（日）～ 

11 月 25 日（火）  
４ モニター調査の実施概要 
 

調査名称 杉並区来街者アンケート調査 
調査対象 杉並区外居住者かつ１年以内に杉並区へ「通勤・通学・通院・仕事」以外で 

訪れた来街者 
抽出条件 モニター調査会社の WEB モニターを対象にスクリーニング調査を行い、性別×年

齢別で均等割付。杉並区外居住者かつ１年以内に杉並区に通勤・通学・通院・仕
事以外で来訪した方を抽出。 

調査方法 WEB モニター調査 
調査期間 令和７年 10 月 10 日（金）～10 月 14 日（火） 
有効回答数（件） 1,000 



2 

 

５ 街頭調査の実施概要 
 

調査名称 杉並区来街者ヒアリング調査 
調査対象 区内のイベントや主要駅に訪れた来街者 
調査方法 現地での街頭調査 
調査期間 令和７年 9 月 7 日（日）～11 月 16 日（日） 
有効回答数（件） 2,244 

 

６ 文献調査の実施概要 

（１）区が収集した資料 

調査名称 令和７年度「杉並区の商店街の現状」
アンケート調査 

令和７年度 農業経営実態調査 

調査対象 区内商店会 区内農業者 
調査期間 令和７年 8 月 6 日（水）～ 

9 月 12 日（金） 
令和７年 9 月 24 日（水）～ 

10 月 29 日（水） 
配布数 121 119 
有効回答数 76 87 
有効回答率 62.8 73.1 

（２）国や東京都が収集した既存資料 

調査名称 経済産業省「経済センサス活動調査、基礎調査」（平成 26,28 年、令和 3 年） 
農林水産省「農林業センサス」（2015,2020 年） 
東京都産業労働局「東京都観光客数等実態調査」 

(平成 27,28,29,30,31、令和 2,4,5,6 年) 
東京都産業労働局「東京都商店街実態調査」（令和元年度） 

東京都「東京都農作物生産状況調査結果報告書」 
（平成 26,27,28,29,30、令和元,2,3,4,5 年産） 

 

７ 報告書の見方 

本書を読む際の留意事項 
○報告書本文中の比率はすべて百分率（％）で表し、小数点第2位を四捨五入している。そのため単一

回答であっても構成比の合計が100％にならない場合がある。 
○複数回答の設問は、回答が2つ以上あり得るため、構成比の合計が100％を上回る場合がある。 
○図表中の「n」（Number of casesの略）とは設問に対する回答件数の総数を示しており、回答者の

構成比（％）を算出するための基数である。 
○回答数が10件未満の属性についてはコメントしていない。 
○設問の選択肢が⾧文である場合、一部内容を割愛している場合がある。 
○単一回答は「SA」、複数回答は「MA」、数量回答は「NA」と表記している。 
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【２】杉並区の事業所の現状 
１ 区民が望む産業の将来像 

区民が望む杉並区の産業の将来像について、「区民の日常生活を支える多様なサービス産業
が充実している」が75.4％と最も高く、次いで「事業者が行政や地域と連携して、防災・減災
の取組を進めている」が47.5％、「個性的な商店街がつくられている」が38.6％と続いてい
る。 

 
図表1-１ 区民が望む杉並区の産業の将来像(MA) 

 
 

資料:「杉並区の産業に関する区民意識調査」より作成 

２ 区の産業の構成 

従業者数が隣接自治体と比較して唯一減少傾向となっている 
杉並区の事業所は令和3年時点で、19,274事業所、従業者数は155,138人となっている。 
杉並区の事業所数の増減率は、平成26年から平成28年にかけて5.2％の減、平成28年から令

和3年にかけて0.1％の増となっている。また、杉並区の従業者数の増減率は、平成26年から平
成28年にかけて3.4％の減、平成28年から令和3年にかけて1.3％の減となっている。 

隣接自治体と比較すると、杉並区は唯一従業者数が減少傾向にある。 
 

図表1-2 事業所数・従業者数の推移（隣接自治体との比較）(NA) 

 
資料:経済産業省「経済センサス活動調査、基礎調査」より作成 

％

区民の日常生活を支える多様なサービス産業が充実している

事業者が行政や地域と連携して、防災・減災の取組を進めている

個性的な商店街がつくられている

区内の農地で新鮮な農作物が生産され、緑地として住環境に潤いを与えている

事業者が環境に配慮した取組を進めている

駅前に集客力のある大型商業施設が数多く立地している

最先端の技術を活用して新しい事業やサービスが創出されている

区内の事業所に、多くの区民が働いている

地域の魅力に惹かれて区外から多くの買い物客や観光客が訪れている

その他

75.4

47.5

38.6

31.4

30.6

18.8

17.6
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（n=1540）※無回答51を除く

事業所数（所） 従業者数（人）

平成26年 平成28年 令和3年 増減率 平成26年 平成28年 令和3年 増減率

杉並区 20,542 19,246 19,274 0.1% 169,734 157,249 155,138 -1.3%

中野区 12,886 12,068 11,962 -0.9% 125,354 121,982 122,974 0.8%

世田谷区 28,906 27,034 27,500 1.7% 282,049 262,689 269,751 2.7%

練馬区 21,370 20,278 20,343 0.3% 185,804 172,477 175,956 2.0%

武蔵野市 7,969 7,467 7,717 3.3% 86,269 81,486 83,709 2.7%

三鷹市 5,389 5,040 4,957 -1.6% 59,654 56,139 57,347 2.2%

特別区部 525,404 494,337 503,699 1.9% 7,854,417 7,550,364 8,114,913 7.5%
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小規模事業者を中心とした産業構造であり、区全体で「10 人未満」の事業所が８割を超え
ている 
杉並区の事業所を従業員規模別にみると、「１～４人」が63.5％と最も高く、次いで「５～

９人」が17.9％、「10～19人」が10.3％となっている。 
従業員１０人未満の事業所が８割以上を占めており、小規模事業者を中心とした産業構造と

なっている。 
図表1-3 杉並区の従業員規模別の事業所数の割合（SA） 

 
資料:経済産業省「経済センサス活動調査、基礎調査」より作成 

３ 業種別の産業構成 

事業所構成では、「卸売業、小売業」の割合が20.3％と最も高く、次いで「不動産、物品賃
借業」が14.8%、「宿泊業、飲食サービス業」が13.8%となっている。 

事業所数の推移をみると、「学術研究、専門・技術サービス業」が最も増加しており、1.9
ポイントの増となっている。一方、「卸売業、小売業」「宿泊業、飲食サービス業」が最も減
少しており、ともに2.3ポイントの減となっている。 

平成28年度に２番目に高い割合を占めていた「宿泊、飲食サービス業」が縮小し、３番目で
あった「不動産、物品賃借業」との順位が逆転するなど、産業構造上の変化が確認された。 

図表1-4 杉並区の産業分類別事業所数の割合（SA） 

 
資料:経済産業省「経済センサス活動調査、基礎調査」より作成 

N =
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従業員構成では、「卸売業、小売業」の割合が21.1％と最も高く、次いで「医療、福祉」が
19.6%となっている。 

従業者数の推移をみると、「医療、福祉」が最も増加しており、2.6ポイントの増となって
いる。一方、「宿泊業、飲食サービス業」が最も減少しており、1.7ポイントの減となってい
る。 

図表1-5 杉並区の産業分類別従業者数の割合(SA) 

 
資料:経済産業省「経済センサス活動調査、基礎調査」より作成 
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卸売業、小売業 0.0

不動産業、物品賃貸業 0.5

学術研究、
専門・技術サービス業

0.6
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生活関連サービス業、
娯楽業

-0.5
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医療、福祉 2.6
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0.0
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2.2

4.6

5.5

21.1

5.6

3.6

10.4

4.8

6.1

19.6

8.3

2.4
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3.0
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8.3

3.5
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令和3年(N=155,138)

平成28年(N=157,249)
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事業所数の特化係数※をみると、「医療、福祉」及び「教育、学習支援業」がともに1.5と最
も集積度が高くなっている。また、従業者数の特化係数をみると、「医療、福祉」（2.5）の
集積度が顕著であり、次いで「教育、学習支援業」（1.8）が高い水準となっている。 

事業所数、従業者数の両面において、特別区全体と比較して「医療、福祉」や「教育、学習
支援業」を中心とした生活支援産業の集積が高いことが特徴となっている。 

 
図表1-6 杉並区の産業分類別事業所数・従業者数の特化係数(特別区部を1.0とした場合) 

 
資料:経済産業省「経済センサス活動調査、基礎調査」より作成 

※本調査における特化係数は、杉並区の産業構造が特別区部と比べてどの産業に偏っているかを示しており、
杉並区内の産業の構成比を特別区部の同産業の構成比で割ることによって算出している。 

事業所数 従業者数

建設業 1.0 1.2

製造業 0.4 0.4

情報通信業 0.7 0.4

運輸業、郵便業 0.5 1.2

卸売業、小売業 0.9 1.0

不動産業、物品賃貸業 1.4 1.3

学術研究、専門・技術サービス業 0.8 0.5

宿泊業、飲食サービス業 1.1 1.4

生活関連サービス業、娯楽業 1.3 1.5

教育、学習支援業 1.5 1.8

医療、福祉 1.5 2.5

サービス業（他に分類されないもの） 0.7 0.6

その他 0.6 0.4
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４ 事業所実態調査からみる区内事業所の現状 

（１）経営上抱えている課題 

人手不足、人材育成、賃金上昇が相互に連鎖し、大きな課題となっている 
経営上抱えている課題として、「仕入価格の上昇」が33.3％と最も高く、次いで、「人材の

確保・育成」が32.2％、「人件費の上昇」が23.5％と続いている。 
経営上の課題に対して区に求める支援として、「人材の確保・育成の支援」が24.1％と最も

高くなっている。 
図表1-7  経営上抱えている課題(MA)        図表1-8 区に求める支援(MA) 

 

 

 

  

 

 

 

（２）売上高の推移 

３割超の事業所で売上高が減少している 
３年前と比べた「売上高」の変化については、２割強の事業所で増加がみられる一方、３割

強の事業所では減少している。令和２年度の調査結果と比較すると、『増加した』と回答した
事業所は7.8ポイント増加している一方で、『減少した』と回答した事業所は17.3ポイント低
下しており、全体としては売上高が回復している傾向がよみとれる。 

図表1-9 ３年前と比べた「売上高」の変化(SA) 

 
資料:「杉並区事業所実態調査」より作成 

過半数の事業所が価格転嫁を『実施できていない』 
価格転嫁の実施状況について、「概ね実施できている」は16.9％にすぎず、「一部実施でき

ている」は28.6％となっている。一方、「現時点では実施できておらず、今後も実施の見込み
はない」（37.3％）と「現時点では実施できていないが、今後実施する予定である」

（17.2％）を合わせると『実施できていない』事業者は54.5％となっている。 
業種別にみると、「卸売業・小売業」や「宿泊業・飲食サービス業」では６割以上の事業所

が価格転嫁を『実施できている』（「概ね実施できている」「一部実施できている」の合計）
と回答している。一方で、「医療・福祉」は公定価格等の影響ため約８割が『実施できていな
い』と回答している。  

令和7年度

(N=2253)

令和2年度

(N=1052)

1.8

1.3

3.4

1.7

9.6

6.7

7.8

5.1

36.8

25.6

9.5

7.5

13.7

19.8

4.9

12.5

5.0

10.6

5.8

6.0

1.8

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

50%以上の増加 30%以上50%未満の増加 10%以上30%未満の増加 10%未満の増加

ほぼ同じ 10%未満の減少 10%以上30%未満の減少 30%以上50%未満の減少

50%以上の減少 わからない 無回答

項目 割合 

人材の確保・育成の支援 24.1% 

設備投資の支援 19.3% 

資金繰りの支援 18.3% 

特になし 35.9% 

％

仕入価格の上昇

人材の確保・育成

人件費の上昇

施設の不足・老朽化

事業承継、後継者の育成

取引先や受注件数の減少

競合他社との競争環境の激化

資金調達

デジタル化の推進

その他

特になし

33.3

32.2

23.5

18.0

16.9

13.5

12.5

10.4

10.0

3.9

19.8

0 10 20 30 40

（n=2219）※無回答34を除く

※回答割合が10%以上の項目を抜粋 
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図表1-10 価格転嫁の実施状況(SA) 

 
 

（３）人材確保、事業承継の状況 

必要な数の人材を確保できていない事業所がみられ、人材不足の状況がうかがえる 
人材確保に関しては、３割強の事業所が人材確保について課題を抱えており、22.6％の事業

所では必要な採用ができていない状況にある。業種別にみると「運輸業・郵便業」・「建設
業」・「医療・福祉」においては、特にその割合が高くなっている。 

 
図表1-11 人材確保の状況(SA) 

 
 

図表1-12 人材確保の状況(業種別) 

 

N =

2153

※無回答100を除く

16.9 28.6 17.2 37.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

概ね実施できている 一部実施できている

現時点では実施できていないが、今後実施する予定である 現時点では実施できておらず、今後も実施の見込みはない

N =

2120

※無回答133を除く

22.6 7.2 9.2 61.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人材が不足しており、採用したいができていない
人材が不足したため、募集を行い、必要数を採用できている
人材が不足しているが、業務を見直すことで対応している（効率化やICTの活用を含む）
人材は不足していない（新たに採用する必要がない）

　

農林水産業 (N=3)

建設業 (N=142)

製造業 (N=68)

電気・ガス・熱供給・水道業 (N=11)

情報通信業 (N=43)

運輸業・郵便業 (N=16)

卸売業・小売業 (N=343)

金融業・保険業 (N=19)

不動産業・物品賃貸業 (N=297)

学術研究・専門技術サービス
業

(N=74)

宿泊業・飲食サービス業 (N=210)

生活関連サービス業・娯楽業 (N=105)

教育・学習支援業 (N=76)

医療・福祉 (N=278)

その他のサービス業 (N=245)

その他 (N=177)

0.0

46.5

30.9

18.2

34.9

75.0

19.5

26.3

3.4

18.9

20.0

24.8

22.4

39.2

18.8

14.7

0.0

7.7

8.8

0.0

9.3

12.5

7.9

21.1

1.3

6.8

8.1

4.8

18.4

9.4

6.9

4.5

33.3

12.0

8.8

9.1

9.3

6.3

11.1

21.1

2.4

13.5

10.0

12.4

14.5

10.1

7.3

7.9

66.7

33.8

51.5

72.7

46.5

6.3

61.5

31.6

92.9

60.8

61.9

58.1

44.7

41.4

66.9

72.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人材が不足しており、採用したいができていない
人材が不足したため、募集を行い、必要数を採用できている
人材が不足しているが、業務を見直すことで対応している（効率化やICTの活用を含む）
人材は不足していない（新たに採用する必要がない）
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事業承継の状況について、「事業を継承する考えはなく自分の代で廃業するつもりである」
が29.6％と最も高く、次いで「事業主の親族が後継者になる予定である」が20.5％、「まだ後
継者について考える段階ではない」が19.7％となっている。令和２年度の調査結果と比較する
と、「事業を継承する考えはなく自分の代で廃業するつもりである」と回答した事業所は2.8
ポイント増加している。 

図表1-13 事業承継の状況(SA) 

 
 

（４）「ワーク・ライフ・バランス」の取組状況 

事業所の「ワーク・ライフ・バランス」の取組状況について、従業員数が少ない家族経営の
事業所が多いことが影響してか、「取り組む必要性を感じない、または関心がない」が44.2％
と最も高く、次いで「すでに取り組んでいる」が23.2％、「関心はあるが取組は難しい」が
21.0％となっている。 

図表1-14 「ワーク・ライフ・バランス」の取組状況(SA) 

 
 
一方、区民が考えるワーク・ライフ・バランスのために希望する取組については、特定の項

目に集中せず、「柔軟な勤務時間制度（短時間勤務やフレックスタイム制度等）」が25.5%と
最も高く、「育児や介護に必要な休暇を取りやすい環境づくり」「育児や子育て中も勤務しや
すい環境づくり」「業務内容、分担の見直し」等が続いている。 

図表1-15 ワーク・ライフ・バランスのために希望する取組(MA)（上位６項目） 

 
資料:「杉並区の産業に関する区民意識調査」より作成 

令和7年度

(N=2253)

令和2年度

(N=1052)

20.5

20.1

4.7

3.6

12.2

12.5

29.6

26.8

19.7

22.8

5.6

6.7

4.8

5.4

2.9

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事業主の親族が後継者になる予定である 親族以外の従業員が後継者になる予定である

事業を継承してもらいたいが後継者は決まっていない 事業を継承する考えはなく自分の代で廃業するつもりである

まだ後継者について考える段階ではない 支店・営業所等のため関係ない

その他 無回答

N =

2253 23.2 4.4 21.0 44.2 7.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

すでに取り組んでいる 取り組む予定である
関心はあるが取組は難しい 取り組む必要性を感じない、または関心がない
無回答

％

柔軟な勤務時間制度（短時間勤
務やフレックスタイム制度等）

育児や介護に必要な休暇を

取りやすい環境づくり

育児や子育て中も勤務しやすい

環境づくり

業務内容、分担の見直し

長時間労働の制限

働く場所が限定されない制度

（テレワーク制度等）

25.5

20.1

20.1

19.7

18.7

18.7

0 10 20 30 40 50

令和7年度(N=1206)

※無回答385を除く
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（５）デジタル化の状況 

業務のシステム化や AI の導入など、今後もデジタル化の促進が見込まれる 
デジタル化についてはおよそ５割の事業所が取り組む意向があり、重点的に取り組んでいき

たい内容としては「業務の効率化」が25.0％と最も高く、次いで「AIの導入」が13.1％と続
いている。一方で、「取り組む必要がなく、予定もない」が34.8％を占めている。 

 
図表1-16 今後取り組みたい業務のデジタル化(MA) 

 
 

（６）環境に配慮した取組 

環境に配慮した取組について、７割弱の事業所が何らかの取組を実施しており、環境に関す
る意識が高い状況がうかがえる。一方、脱炭素に取り組んでいない理由としては、「必要性が
感じられない」と考える割合が37.4％と最も高くなっており、個々の事業所における環境配慮
の取組は進んでいるものの、区が掲げる中⾧期的な目標や施策の趣旨が十分に認知されていな
い可能性を示唆している。 

 
図表1-17 脱炭素への取組内容(MA) 

 
 

％

業務の効率化

ＡＩの導入

販売促進

生産性向上

DXへの取組

就労環境整備

その他

関心はあるが取組は難しい

取り組む必要がなく、予定もない

25.0

13.1

11.9

9.0

6.3

2.0

1.6

17.2

34.8

0 10 20 30 40

（n=2151）※無回答102を除く

％

節電・省エネルギー

ペーパーレス化の推進

廃棄物の削減

使い捨て商品・過剰包装の抑制

省エネ設備の導入

再生可能エネルギーの活用

地元産物の活用

その他

特に取り組んでいない

40.8

25.7

20.2

13.6

12.0

4.2

2.3

1.0

32.3

0 10 20 30 40 50

（n=2192）※無回答61を除く
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【３】杉並区の観光 
１ 杉並区についての意識 

居住地域において来街者の誘致を図ることで、「にぎわい」や「活気」の創出につなげてい
く計画について、47.9％の区民が肯定的に捉えている。 

 
図表2-1 来街者の誘致によるにぎわい創出に対する意見(SA) 

 
資料:「杉並区の産業に関する区民意識調査」より作成 

 

区民がもつ、住んでいる地域の現在のイメージと今後定着してほしいイメージについて、い
ずれも「静かで落ち着きのある地域」、「鉄道やバス、道路等の交通利便性が高い地域」、

「自然の水と緑が豊かな潤いのある地域」の順で高くなっている。 
 

図表2-2 杉並区についてのイメージ(MA) 

 
資料:「杉並区の産業に関する区民意識調査」より作成 

N =

1591 17.4 30.5 29.4 16.5 5.4 0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とても良いことだと思う まあ良いことだと思う どちらともいえない・わからない

あまり良いこととは思わない 全く良いこととは思わない 無回答

％

静かで落ち着きのある地域

鉄道やバス、道路等の
交通利便性が高い地域

自然の水と緑が豊かな

潤いのある地域

医療施設が充実した地域

高齢者が暮らしやすい地域

人が集まるにぎわいのある地域

子育てを支援する施設や

サービスが充実した地域

芸術・文化施設や活動の

充実した地域

教育・学習環境が充実した地域

流行に敏感な商店が

集まった地域

高品質な商品を扱う商店が

集まった地域

その他

69.5

55.1

33.2

20.6

18.2

17.0

14.5

14.2

13.1

4.1

2.8

4.1

45.4

41.5

40.6

19.2

20.8

15.1

16.4

11.9

18.3

5.3

2.9

4.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80

現在抱いているイメージ(N=1543)

※無回答48を除く

今後定着してほしいイメージ(N=1503)

※無回答30を除く
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２ 杉並区への来街者 

来街者ヒアリング調査（区内での街頭調査）回答者の居住地について、区内が７割強となっ
ており、９割以上が東京都内居住者となっている。 

また、区外居住者を対象とした来街者アンケート調査によると、「近隣自治体」からの来街
者が最も多く、東京都内が７割以上を占めている。 

図表2-3 来街者の居住地(SA) 

 
資料:「杉並区来街者ヒアリング調査」より作成 

図表2-4 区外からの来街者の居住地(SA) 

 
資料:「杉並区来街者アンケート調査」より作成 

 

来訪目的については「買い物（日用品）」や「飲食」など日常行動の割合が高く、近距離からの
来街者が大半を占めていることから、「マイクロツーリズム」※が中心であることが読み取れる。 

図表2-5 来訪目的(MA) 

 
資料:「杉並区来街者アンケート調査」「杉並区来街者ヒアリング調査」より作成 

※「マイクロツーリズム」とは、自宅から近い地域で観光や体験を楽しむ旅行スタイルのことで、2020年頃の
コロナ禍以降に流行し「身近な魅力を再発見」する観光として定着しつつある。  

N =

2244 7.1 12.3 20.0 13.2 9.9 8.0 4.7 11.9 7.4 5.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

井草地域 西荻窪地域
荻窪地域 阿佐谷地域
高円寺地域 高井戸地域
方南・和泉地域 近隣区・市（練馬区、世田谷区、中野区、渋谷区、武蔵野市、三鷹市）
上記以外の都内 東京都外

N =

1000 39.6 35.4 17.6 7.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

杉並区近隣自治体（練馬区、世田谷区、中野区、渋谷区、武蔵野市、三鷹市）
上記以外の東京都内
東京都の隣接県（埼玉県、千葉県、神奈川県、山梨県）
その他

％

飲食（カフェ・居酒屋）

買い物（日用品）

友人・家族の訪問

散歩周遊

公園散策

イベント参加

買い物（贈答品等）

娯楽施設利用

通勤・通学・通院

寺社訪問

営業等の仕事

アニメ・サブカルチャー関連スポット巡り

銭湯

その他

29.7

28.7

22.9

17.8

10.4

9.6

8.3

7.0

5.2

4.9

3.9

3.7

2.0

6.6

13.0

44.8

3.6

6.6

1.7

7.4

2.6

1.5

14.1

0.2

6.4

0.4

0.5

13.5

0 10 20 30 40 50

来街者アンケート
(n=1000)
来街者ヒアリング

（通常）(n=983)
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３ 杉並区の観光資源 
 

区民が考える杉並区の観光資源として、「自然」が56.2％と最も高く、次いで「商店街の雰
囲気やまち歩きの魅力」が41.4％、「祭りやイベント」が39.6％と続いている。 

 
図表2-6 杉並区の観光資源(MA) 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

資料:「杉並区の産業に関する区民意識調査」より作成 
 

杉並区への来街時に訪れた場所等と他者推奨意向スコア※の関連をみると、「飲食施設」に
ついては、訪問状況、他者推奨意向スコアともに高く、杉並区の強みであると考えられる。ま
た、「買い物施設」「その他サービス施設」については、訪問状況は平均よりも高いものの他
者推奨意向スコアは平均より低く、観光資源としての魅力向上が必要だと考えられる。「文
化・歴史施設」「祭りやイベント」「商店街・まち歩き」「寺社」については、訪問状況が平
均より低いものの他者推奨意向スコアが平均より高く、認知度向上により有効な観光資源とな
りうる項目だと考えられる。 

 
図表2-7 区の「施設」や「イベント」で訪れたもの×他者推奨意向スコア(MA×SA) 

 

 

 

 

 

 

 
資料:「杉並区来街者アンケート調査」より作成 

 
※他者推奨意向スコアとは、知人や家族にお勧めしたい度合いを11段階で把握、「批判者」「中立者」「推奨 

者」の3つ（本調査では、0～4点、5～7点、8～10点）で区分し、「推奨者」-「批判者」で算出したもの。 
  

買い物施設

19.4

飲食施設

36.3

その他サービス施設

30.5

自然

27.7

文化・歴史施設

39.3

祭りやイベント

34.4

商店街・まち歩き

39.5

寺社

36.50.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

訪
問
状
況

他者推奨意向スコア

認知度向上が必要 

魅力向上が必要 

強み 

％

自然

商店街の雰囲気やまち歩きの魅力

祭りやイベント

文化・歴史施設

特色ある飲食施設

寺社

特色ある買い物施設

その他サービス施設

その他

56.2

41.4

39.6

38.6

31.2

18.1

16.6

9.6

3.0

0 10 20 30 40 50 60

（n=1554）※無回答37を除く
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再来訪意向について、『思う』（「思う」と「やや思う」の合計）が65.4％を占めており、
『思わない』（「あまり思わない」と「思わない」の合計）が8.9％となっている。 

 
図表2-8 来街者の再来訪意向(SA) 

 
 

資料:「杉並区来街者アンケート調査」より作成 

 

４ アニメに関する事業について 

「アニメのまち杉並」を目指す区の施策として必要だと思うものについて、「アニメ制作会
社と連携したイベント等の実施」が55.1％と突出して高くなっている。  

図表2-9 「アニメのまち杉並」を目指す施策として必要なもの(MA) 

 
 

資料:「杉並区の産業に関する区民意識調査」より作成 
 

 

N =

1000 31.0 34.4 25.7 6.1 2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

思う やや思う どちらとも言えない あまり思わない 思わない

％

アニメ制作会社と連携したイベント等の実施

アニメ制作会社の人材不足の解消、人材育成支援

アニメ制作会社への事業支援

アニメ制作会社と連携したふるさと納税制度の返礼品拡充

アニメ制作会社の区内誘致

その他

特になし

55.1

29.5

25.1

22.8

14.8

2.4

23.5

0 10 20 30 40 50 60

（n=1571）※無回答20を除く
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【４】杉並区の商店街の現状 
１ 杉並区の商店会 

商店会数は減少傾向で推移、商店会数は西荻窪・荻窪が、店舗数は高円寺が最も多い 
商店会数は年々減少しており、令和７年度時点で121となっている。 
地域別にみると、商店会数は「西荻窪地域」が最も多く、次いで「荻窪地域」「高円寺地

域」と続いている。店舗数は「高円寺地域」が最も多く、次いで「西荻窪地域」「荻窪地域」
と続いている。 

図表3-1,2 【左図】地域別商店会数(NA)【右図】地域別店舗数（商店会連合会加盟）(NA) 

 
資料:杉並区産業振興センター資料より作成 

 

区内商店街を週に１回以上利用する区民は、令和２年度と比較して7ポイント低下し、
48.5％となっている。 

なお、区民が商店街に望むものについて、「商店街だけで買い物が済むような日用品の品揃
え」が47.0％と突出して高くなっている。 

図表3-3 区内商店街の利用頻度(SA) 

  
資料:「杉並区の産業に関する区民意識調査」より作成 

 
図表3-4 商店街に望むもの（上位10項目）(MA) 

 
資料:「杉並区の産業に関する区民意識調査」より作成 

件 R2年度比 R2年度比

井草地域 0 ▲ 35

西荻窪地域 0 ▲ 16

荻窪地域 ▲ 1 ▲ 100

阿佐谷地域 ▲ 3 ▲ 104

高円寺地域 ▲ 3 2

高井戸地域 ▲ 2 6

方南・和泉地域 0 ▲ 46

4

27

24

14

24

16

12

0 10 20 30

商店会数

324

965

916

824

1279

390

568

0 500 1000 1500

店舗数

令和7年度

(N=1591)

令和2年度

(N=620)

9.5

12.6

20.6

23.5

18.4

19.4

14.9

16.8

11.6

9.7

13.6

9.5

10.1

7.9

1.3

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

週4回以上 週に2～3回 週に1回 月に2～3回 月に1回程度 年に数回 利用しない 無回答

％

商店街だけで買い物が済むような日用品の品揃え

歩いて楽しい演出

キャッシュレス決済の導入

安全・安心に配慮した設備

駐車場・駐輪場の整備

セールやイベントの実施

会話等を通じたきめ細やかなサービス

高齢者・障害者に配慮したバリアフリー化

子どもや高齢者の見守り

地域交流の場

47.0

18.4

14.5

12.3

11.5

10.3

8.4

5.8

5.7

5.5

0 10 20 30 40 50

（n=1516）※無回答75を除く
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２ 商店街が抱えている課題 
（１）商店街が抱える問題点 

８割超の商店街が商店会役員の後継者不足問題を抱えている 
商店街が抱えている課題は、「商店会役員の後継者が不足している」が81.6％と突出して高

くなっている。 
商店会役員の平均年齢が60歳以上である割合が72.3％、平均在職年数が10年以上である割

合が53.9％となっているなど、商店会役員の高齢化と商店会の新陳代謝に課題がみられる。  
図表3-5 商店街が抱えている主な問題点（上位10項目）(MA) 

 
資料:「令和７年度『杉並区の商店街の現状』アンケート調査」より作成 

 
（２）デジタル化 

区民の情報入手手段としてはインターネットや SNS が多く、その対応が求められる 
商店街が「現在取り組んでいる」デジタル化の推進に向けた取組は、「ホームページ制作・

運用」「SNSの活用」が高くなっている。なお、「特に取り組んでいない/取り組む予定はな
い」についても43.3％と高くなっていることから、対応が進んでいない商店街もみられる。 

一方、区民が商品の購入やサービスの提供を受ける際の情報の入手手段としては、インター
ネットが76.2%と最も高く、次いでSNSが46.3%となっており、商店街のデジタル化への対
応が求められる。  
図表3-6 商店街のデジタル化推進に向けて現在取り組んでいる事業（上位５項目）(MA) 

 
資料:「令和７年度『杉並区の商店街の現状』アンケート調査」より作成 

％

商店会役員の後継者が不足している

商店会活動が活発でない

商店会に集客の核となる店舗がない/弱い

空き店舗が増加している

商店会の業種構成に不足がある

個店の商店会加入率が低い

駐車場・駐輪場が不足している

経営力の弱い店が多い

スーパー・大型店の影響で集客力が低下している

キャッシュレス決済への対応が遅れている

81.6

32.9

31.6

22.4

15.8

15.8

13.2

10.5

3.9

3.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

（n=76）

％

ホームページ制作・運用

SNSの活用

キャッシュレス決済の導入

会員間の連絡手段のデジタル化

スマートフォン等アプリの利用・開発

46.3

35.8

19.4

19.4

9.0

0 10 20 30 40 50

（n=67）
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３ 商店街が担う役割 
（１）地域活性化の核 

地域内での連携を高める取組が必要だと考える商店会の割合が高い 
商店会が、地域に親しまれ、持続可能な商店会であり続けるために必要だと感じる取組とし

て、「地域行事やイベントの実施・共催」が53.9％と最も高く、次いで「商店会内での交流・
協力関係の強化」が46.1％、「地元の学校・団体との連携」が28.9％と続いている。  

図表3-7 持続可能な商店会であり続けるために必要だと感じる取組(MA) 

 
資料:「令和７年度『杉並区の商店街の現状』アンケート調査」より作成 

 
（２）安全安心な生活拠点 

防災・見守り活動に対する商店街の意識が高まっている 
「地域コミュニティの拠点」としての役割を果たすために商店街が今後力を入れるべきと考

えるものとしては、「商店街を拠点とした防災・見守り活動の強化」（36.8％）が最も高く
なっている。一方、「特にない/わからない」についても40.8％と高くなっている。 

  
図表3-8 「地域コミュニティの拠点」としての役割を果たすために、 

今後力を入れるべきと考えるもの(MA) 

 
資料:「令和７年度『杉並区の商店街の現状』アンケート調査」より作成 

  

％

地域行事やイベントの実施・共催

商店会内での交流・協力関係の強化

地元の学校・団体との連携

SNSや広報による地域住民への情報発信

子育て・高齢者福祉との連携

地域の要望を踏まえた品ぞろえ・サービスの見直し

特にない／わからない

その他

53.9

46.1

28.9

25.0

22.4

9.2

23.7

11.8

0 10 20 30 40 50 60

（n=76）

％

商店街を拠点とした防災・見守り活動の強化

地域住民との意見交換や企画協働の機会づくり

空き店舗の多目的活用

子ども食堂・高齢者の居場所など福祉的機能の充実

特にない／わからない

その他

36.8

28.9

22.4

18.4

40.8

5.3

0 10 20 30 40 50

（n=76）
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【５】杉並区の農業の現状 
１ 農業の現状と課題 

農地面積・農家数・農業産出額は減少傾向にある 
平成27年度（2015年度）から令和７年度（2025年度）の11年間で、農地面積は45.7haか

ら36.2haと20.8％の減少、農家数は150戸から119戸と20.7％の減少となっている。 
また、農業産出額は緩やかに減少傾向にあり、2023年は2.8億円となっている。  

図表4-1 農地面積と農家数の推移(NA) 

 
資料:杉並区産業振興センター資料より作成 

 

農業従事者の年齢は高齢化が進んでおり、農業経営上、困っていることは、「ご自身もしく
は家族の健康・体力・年齢の課題がある」が63.1％と突出して高くなっている。 
「自分の代は現状のまま維持したいと思っているが、先のことはわからない」が57.5％、

「農業を継続することが難しい」が11.5％で、合わせて7割弱となっており、農業の継続に関し
て、先行きの不透明さや困難な状況が増しているといえる。  

図表4-2 農業経営上、困っていること(MA) 

 
資料:「令和７年度 農業経営実態調査」より作成  

図表4-3 今後の農業の継続意向(SA) 

 
資料:杉並区産業振興センター「農業経営実態調査」より作成 
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農地面積 農家数

％

ご自身もしくは家族の健康・体力・年齢の課題がある

天候等気象条件の変動

税負担に関すること（相続税等）

鳥獣害による被害

農業だけでは安定した収入を得られない

住宅化が進むなど周辺環境の変化

作業従事者等の人手が不足している

後継者や担い手が不足している

農業技術のサポートが不足している

その他

特に困っていることはない

63.1

39.3

31.0

20.2

17.9

17.9

15.5

14.3

1.2

4.8

8.3

0 10 20 30 40 50 60 70

（n=84）

　 N =

令和7年度 87

令和2年度 120

29.9

32.5

57.5

53.3

11.5

12.5

1.1

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自分の代以降も農業を継続したい 自分の代は維持したいと思っているが、先のことはわからない 農業を継続することが難しい 無回答

高齢化により農業経営の継続が先行き不透明または困難になっている 
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区内の農地について、『農地を保全してほしい』と考える区民の割合は、87.1%となってい
る。 

そのうち、「貴重な緑地として保全してほしい」が68.9％と最も高く、次いで「新鮮な農作
物が食べられるので保全してほしい」が50.1％、「農業公園・体験農園・区民農園など農業を
身近に学び楽しめる場を増やしてほしい」が42.1％となっており、日常生活と結びついた役割
を持つ農地の保全や活用を求める意識が高いことがうかがえる。  

図表4-4 区内の農地面積の減少についての意見(MA) 

 
資料:「杉並区の産業に関する区民意識調査」より作成 

 

２ 多面的機能の発揮 

（１）農に触れ合う機会の提供 

区民からの潜在的需要に対し、地域交流に取り組む農家の割合は低い 
区民の農に触れ合う機会への参加状況について、「杉並産の野菜、果物や花を購入する」が

22.8%と最も高くなっているが、その他の項目はいずれも5％以下にとどまっている。 
また、区民が今後取り組みたい農との触れ合いについては、「杉並産の野菜を使ったレスト

ランに行く」（37.3%）、「杉並産の野菜、果物や花を購入する」（35.3%）、「収穫体験に
参加する」（27.7%）が約３割前後となっている。 

一方、農家が実施している地域との交流状況をみると、実施していない割合が５割以上と
なっている。実施している取組内容としては、「収穫体験の実施」が23.1％と最も高く、次い
で「社会科見学・体験学習の受け入れ」が19.2％と続いている。  

図表4-5 農に触れ合う機会への参加状況(SA) 

 
資料:「杉並区の産業に関する区民意識調査」より作成 

％

貴重な緑地として保全してほしい

新鮮な農作物が食べられるので保全してほしい

農業を身近に学び楽しめる場を増やしてほしい

防災上貴重なオープンスペースなので保全してほしい

農地を他の用途に転用してもかまわない

その他

わからない

68.9

50.1

42.1

28.6

4.6

1.6

6.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80

（n=1584）※無回答7を除く

　 N =

区民農園で自由に農作物を

育てる
1577

体験農園で農家の指導を受
けながら農作業をする

1572

収穫体験に参加する 1568

ボランティアとして農家の作

業を手伝う
1563

杉並産の野菜を使ったレス

トランに行く
1566

杉並産の野菜、果物や花を
購入する

1572

区内の農や食に関する学習
イベント・講座に参加する

1566

4.9

1.5

3.3

0.8

3.5

22.8

1.7

74.1

77.2

69.0

83.1

59.2

41.9

77.1

21.0

21.2

27.7

16.1

37.3

35.3

21.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り組んだことがある 取り組んだことがない 今後取り組みたい
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（２）防災機能 

災害時における区からの協力要請に約 7 割の農家が対応する意向がある 
災害発生時における区からの協力要請への対応をみると、対応する意向がある農家は全体の

74.7%となっている。対応の内容としては、「避難場所としての利用」（42.7%）、「農作物
供給」（41.3%）が高くなっている。  

図表4-6 災害発生時の協力要請への対応 (MA) 

 
資料:「令和７年度 農業経営実態調査」より作成 

 
（３）環境に配慮した取組 

８割超の農家が環境に配慮した取組を行っている 
環境に配慮した農業の取組状況について、現在実施している取組は、「農薬使用時の周囲へ

の配慮」が約76%と最も高く、次いで「農薬を減らす取組」が75%、「環境に配慮した堆肥
等を活用した土づくり」が60.6%となっている。 

また、今後取り組みたい取組は、「脱プラスチック（リサイクル製品の使用等）」
（35.5％）、「化学肥料を減らす取組（土壌診断等）」（30.4％）が３割を超えている。  

図表4-7 環境に配慮した農業の取組状況(SA) 

 
資料:「令和７年度 農業経営実態調査」より作成 

  

％

避難場所としての利用

農作物供給

資材置き場として利用

仮設住宅の設置

協力できない

42.7

41.3

28.0

12.0

25.3

0 10 20 30 40 50

（n=75）

N =

環境に配慮した堆肥等を
活用した土づくり

71

化学肥料を減らす取組 69

農薬を減らす取組 68

温室効果ガスの削減 58

脱プラスチック 62

農薬使用時の周囲への
配慮

67

取組の有無 76

60.6

55.1

75.0

32.8

29.0

76.1

22.5

30.4

7.4

25.9

35.5

14.9

16.9

14.5

17.6

41.4

35.5

9.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り組んでいる 今後取り組みたい 取り組みたくない（取り組めない）

82.9 17.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り組んでいる 取り組んでいない
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【６】調査結果のまとめ 
１ 事業所について 

区内の従業者数は近隣自治体と比較して唯一減少傾向にあり、売上高も「減少している事業
所」が「増加している事業所」を上回るなど、地域産業を取り巻く環境は厳しさを増してい
る。特に、人材確保を経営課題とする事業所は３割を超え、必要な人材を確保できていない事
業所も２割強と人手不足が深刻化している。人材不足は賃金上昇や人材育成負担とも連動し、
経営への影響が大きくなっている。 

こうした状況の中、持続可能な事業運営に向けては、価格転嫁の実現に向けた取組を進めて
いく必要がある。原材料費やエネルギー価格、人件費の上昇に対し、過半数の事業所で価格転
嫁が『実施できていない』ことから、適正取引に関する啓発や情報提供の充実が求められる。 

あわせて人材確保に向けては、求人支援や就労支援センターを活用したマッチング支援の強
化に加え、シニア層や子育て世代を含めた多様な人材が働きやすい環境整備が求められる。テ
レワークや創業支援、事業承継支援などを通じて「職住近接」やワーク・ライフ・バランスを
推進し、地域経済の活性化につなげていくことが重要である。 

また、業務のデジタル化は、生産性向上や人材不足への対応に有効であり、およそ5割の事
業者が前向きな姿勢を示しており、区としては導入効果の発信や費用面での支援を進める必要
があるものと考えられる。 

環境に配慮した取組については7割弱の事業所が脱炭素に向けた取組を実施しており、関心
は高いものの、区の方針や施策の認知は十分でなく、省エネ設備導入補助など具体的なメリッ
トを示しながら取組を促進していくことが重要である。 

 
２ 観光について 

杉並区は「静かで落ち着きのある地域」というイメージが強く、住宅地としての暮らしやす
さや穏やかな街並みが大きな魅力となっている。杉並区は、大規模な観光施設は少ない一方
で、個性的な飲食店や商店街、自然、文化施設、銭湯などが生活圏の中に点在しており、街歩
きや寄り道を楽しみながら自然に回遊できる環境が形成されている特徴をもつ。 

観光資源としては「飲食施設」が強みであり、「商店街・まち歩き」「文化・歴史施設」な
ども、認知度向上によって更なる魅力向上が期待される。また、杉並区にはアニメーション制
作会社が集積していることから、区は「アニメのまち杉並」としてアニメを活用した事業を実
施しており、アニメは地域の魅力発信において重要な役割を担っている。 

こうした特徴を踏まえると、杉並らしい観光とは、有名観光地を巡る非日常型観光ではな
く、「何度も通いたくなる日常の延⾧線上の観光」にあるといえる。来街行動を一過性の消費
にとどめず、継続的な来街・回遊を促し、地域の人・文化・暮らしとの接点を重ねていくこと
によって、関係人口（居住していないが、地域と継続的・多様に関わる人）としての定着につ
なげることが、杉並区の観光の姿といえる。 

また、来街者の約８割を区民が占めており、区民の日常的な回遊そのものが観光の基盤と
なっている。区民が地域の魅力を再認識し、愛着を深めることで、口コミやSNS等を通じた自
然な情報発信につなげていくこと、また、地域ごとに異なる個性や資源を有していることか
ら、それぞれの特色を生かした多様な観光展開を進めていくことが重要である。 
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３ 商店街について 

杉並区の商店会数は減少傾向にあり、週に１回以上商店街を利用する区民も半数弱にとどま
るなど、商店街を取り巻く環境は厳しさを増している。特に、高齢化による後継者不足が深刻
化しており、そのためにデジタル化の推進が困難な商店会も多くなっている。大型店舗との競
争等により空き店舗の増加など地域商店街の空洞化が進行しており、若い世代の出店者を呼び
込み空き店舗を減らすとともに、個店ならではの魅力を向上させ、効果的に情報発信すること
で商店街の集客力向上につなげていくことが求められる。 

また、商店街は立地環境ごとに役割や課題が異なっており、駅周辺型や住宅地背景型、ロー
ドサイド型など、画一的な支援ではなく、立地環境に応じた多面的な支援が必要である。 

具体的には、人材や事務局機能を補完する「伴走型支援」の充実が重要であり、商店街アド
バイザー制度の拡充や専門人材による継続支援が求められる。また、商店街が持つにぎわいや
交流、防犯などの公益的機能についても評価し、その役割を明確化していく必要がある。 

さらに、区による共通の情報発信基盤の整備や、商店街活動の可視化を進めることで、認知
度向上や情報発信力の強化が期待される。空き店舗についても、商業利用だけでなく、交流拠
点や観光案内など多目的な活用を進めることが重要である。加えて、商店街同士や地域団体と
の連携を促進し、観光や地域資源と連動した面的な回遊づくりを進めることも求められる。 

今後は、商店街を単なる商業施策の対象ではなく、生活・観光・コミュニティを支える「地
域インフラ」として位置づけ、「杉並らしさ」を支える基盤として総合的な支援を展開してい
くことが重要である。 

 
４ 農業について 

杉並区では、農地面積、農家数、農業産出額が減少傾向にあり、農業従事者の高齢化も進行
している。家族経営を中心とした小規模経営が多く、人手不足や後継者不足、収益の不安定さ
など複合的な課題を抱える中、「自分の代は現状のまま維持したいと思っているが、先のこと
はわからない」と考える農業者も多く、区で農業者を支援する取組みを実施しているものの、
農地保全が個々の農業者の努力に依存している構造が読み取れる。 

一方で、区民の約9割が農地保全を望んでおり、杉並産農産物の購入や収穫体験、地元野菜
を使った飲食など、農と触れ合う機会への関心は高い。また、学校給食への供給や収穫体験な
どを通じて、農地が食育や交流の場として機能している事例もみられる。しかし、こうした取
組は一部にとどまっており、面的な広がりには課題が残る。 

さらに、杉並産農産物を購入したいと考えていても、販売場所が分からない区民が多いこと
から、従来の流通経路に加え、直売や地域店舗との連携など、多様な販売チャネルの構築が求
められる。 

今後は、農業者支援に加え、地産地消、交流、防災、環境といった都市農地の多面的機能を
可視化し、区民と農業者をつなぐ取組を進めることで、農地保全を地域全体で支える仕組みづ
くりが重要となる。 
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